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参考資料３ 

営業譲渡等に伴う労働関係上の問題への対応について（抜粋） 
（平成１５年４月１０日大臣官房地方課長・政策統括官通知） 

 
 
２ 営業譲渡等に伴う労働関係上の問題に関する相談等への対応に当たり留意

すべき事項 
（１）営業譲渡 

①  営業譲渡に伴う労働者の労働契約の譲受会社への承継 
営業譲渡時における権利義務関係の承継に関する法的性格は特定承継

（注）とされており、営業譲渡を行う会社（以下「譲渡会社」という。）

は、営業の譲受けを行う会社（以下「譲受会社」という。）へ労働契約の

承継を行うことを予定している労働者（以下「承継予定労働者」という。）

の労働契約を、譲受会社へ承継させる場合には、民法（明治２９年法律

第８９号）第６２５条第１項の規定に基づき、労働契約の承継について、

承継予定労働者から個別に同意を得る必要があること。 
（注） 特定承継とは、権利義務の移転について、個別に債権者の同意を

必要とするもの。 
 

② 営業譲渡に伴う労働契約の承継を拒否したことを理由とする解雇 
譲渡の対象となる営業に従事している労働者（以下「譲渡部門の労働

者」という。）が、営業譲渡に伴う譲受会社への労働契約の承継に同意を

しなかったことだけでは、解雇することはできず、譲渡会社は、当該同

意をしなかった労働者について、譲渡部門以外の他部門への配置転換を

行うなどの措置を講ずる必要があること。 
 

③ 営業譲渡に伴う解雇 
営業譲渡に伴う解雇についても、当然整理解雇に関する法理の適用が

あり、それまで働いていた部門が譲渡されたことだけでは解雇の正当な

理由とはならないこと。 
 

④ 営業譲渡に伴い承継させる労働者の選定 
譲受会社が、譲渡部門の一部の労働者の労働契約を承継するために、

承継予定労働者の選定を行うときは、労働組合員に対する不利益な取扱

い等の不当労働行為など法律に違反する取扱いを行ってはならないこ

と。 
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また、同じ経営者の下で、新たに会社を設立して営業を全部譲渡する

場合には、当該譲渡を理由に特定の労働者の労働契約を承継しないなど

解雇に関する法理を潜脱することはあってはならないこと。 
 

⑤ 営業譲渡に伴う労働契約の承継の際の労働条件の変更 
譲渡会社が、承継予定労働者の労働契約に関し、その労働条件を変更

して譲受会社に承継させる場合には、譲渡会社は、承継予定労働者から、

労働契約の承継に関する同意を得る際に、労働条件の変更についても、

同意を得る必要があること。 
 

⑥ 労働者への情報提供 
労働者本人に対して、譲受会社への労働契約の承継に係る個別同意を

求める際には、営業譲渡に関する全体の状況や譲受会社の状況について

情報提供を行うことが望ましいこと。 
なお、この個別同意を求める際の情報提供について、意図的に虚偽の

情報が提供された場合には、民法第９６条第１項の規定に基づき、当該

労働契約の承継に係る同意について取り消すことが可能となる場合があ

ること。 
 
（２） 合併 

①  合併に伴う労働契約の承継 
商法（明治３２年法律第４８号）第１０３条又は有限会社法（昭和１

３年法律第７４号）第６３条の規定により、合併により消滅する会社（以

下「消滅会社」という。）の権利義務については、合併後存続する会社又

は合併により設立される会社（以下「存続会社等」という。）に包括的に

承継されるため、消滅会社の労働者の労働契約についても、存続会社等

に包括的に承継されるものであること。 
 

②  合併に伴う労働条件の変更 
合併に伴う労働条件の取扱いについては、消滅会社の労働者の労働契

約は、存続会社等に包括的に承継されるため、労働契約の内容である労

働条件についても、そのまま維持されるものであること。 


